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株式会社レコフデータ

（RD-MADB-1.7B）
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はじめに

株式会社レコフデータは、1985 年以降の M&A データを構築しています。

1995 年に日本で唯一の M&A専門月刊誌「マール」を発行し、M&A 業務に携わるプロフェッショナルの方々、企

業経営者、大学の研究者などに広く読まれるところとなりました。

2010 年 5月にはインターネット上でのデータ検索・提供サービス「レコフ M&A データベース」を開始いたしました。

以来、日本企業の M&A データベースのスタンダードとして広くご活用頂いております。

M&A 件数は 2019 年に 4088件となり、1985 年の統計集計開始以来、初めて 4000 件を超えました。また、

前年の2018 年の 3850 件を大きく上回り過去最多を更新しました。

昨今は、事業再構築に伴う国内再編や海外 M&A に加え、新たな動きとして、大企業による新事業創出や研究開発

力向上を狙ったベンチャーへの M&Aや中小企業オーナーの事業承継を伴う M&A の動きも活発化してきており、ま

すます M&A のマーケットが拡大しています。

弊社では M&A マーケットが拡大しているこの時期に、皆様の業務や研究にお役に立つべく、利便性の向上をはじめ、

更に充実したサービスをご提供するため、2019 年 4 月に「レコフ M&Aデータベース」を全面リニューアルし、

2021年2月には更にバージョンアップいたしました。
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「レコフM&Aデータベース」とは

M&Aは、今や業界再編･業態変革、事業･企業の再生・活性化の手段として欠かせない手法のひとつになっています。

「レコフ M&Aデータベース」は、日本企業の M&Aをどこよりも網羅的に、即日性をもって構築している日本で最

も信頼性の高いデータベースです。我が国の M&A 統計として官公庁に多数採用されています。

抄録（案件の要約文）は、1 案件ごとに時の「キーワード」などを埋め込んで簡潔にまとめてあり、当事者の概要、

スキーム、M&Aの目的などを一目瞭然で理解できます。さらに、1 つの案件を、マーケットや形態、当事者の業種、

国籍、海外の地域・国別、都道府県別、公表アドバイザー、ベンチャー投資、事業承継系（オーナーなどの売却）、

カーブアウト系など、多くの項目で 分類しているため、様々な角度で事例を掌握し、分析することができます。

また、作成したデータにその後のスキームの変更や TOBの動向、敵対的 M&Aの攻防なども随時、追加・更新して

おり、案件の顛末が把握できます。

日本のM&A市場、業界再編動向、企業戦略などの分析ツールとして、M&A 業務に携わるプロフェッショナルの方

々、企業経営者、研究者や政策担当者の必携品です。



「レコフM&Aデータベース」の特徴

企業名、業種、国籍、マーケット、

形態、キーワード、公表アドバイ

ザー、ベンチャー投資、オーナー

系（事業承継）などで絞込み、個

別企業の M&A 戦略や業種ごとの

プ レーヤーの動向を知ることが

できます。検索結果一覧表は、エ

クスポートすることができます。

集計機能が充実

絞り込んだ案件をマーケット別、

形態別、業種別などに集計する

ことができます。集計した統計

表は、エクスポートすることが

できます。これを活用し、年別

の金額ランキングなどを容易に

作成することができます。

TOB情報が充実

TOB事例は、その詳細情報をご

覧になれます。買付金額、プレ

ミアム率、成立・不成立などの

データを、状況の進展によって、

随時追加、修正しています。

企業の組織再編戦略も一目瞭然

企業名で検索すると、過去の

M&A戦略のほか、100％子会社

化、分社・分割、持株会社化な

どのグループ組織再編を含め、

一覧で見ることができます。あ

わせて、防衛策の導入状況もわ

かります。

抄録（要約文）が充実

1案件に抄録（案件の要約文）

がついています。当事者の属性、

スキーム、M&A の目的などをま

とめています。その後のスキー

ム変更や TOBの動向、敵対的

M&Aの攻防なども随時、追加・

更新しています。案件毎に抄録

コピーも可能です。
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検索機能が充実



商品情報 ― 収録データ ―

収録項目

企業名、国籍、所在地、業種、上場、未上場など（上場の場合、株式市場、証券コード）、マーケット、形態、金額、出資比率、ディールの要約など

データタイトル 内容

M&Aデータ

M&A
M&Aとは、既存の経営資源の活用を目的に企業や事業の経営権を移動することをいう。

経営参画につながる株式取得も含む。資産、負債の移転を伴わない単なる業務提携は除く

グループM&A

日本企業が当事者となる M&A のうち、当事者が親会社と子会社、または筆頭株主と関連会

社の関係にあるなど、意思決定の主体が実質的に同一とみられるもの。ただし、当事者１、

当事者２とも上場企業同士の場合は M&Aとする

M&A関連データ

子会社株式取得
100％化 すでに 50%超出資または子会社化している会社を 100%子会社にするもの

買い増し すでに 50%超出資または子会社化している会社の株式を買い増しするもの

分社・分割 企業が、事業を分社したり、会社分割精度を利用して新設会社に事業を移管したりするもの

持株会社 企業が、株式移転、会社分割制度などを利用して、持株会社を設立するもの

外国企業

日本法人 外国企業日本法人同士及び外国企業日本法人と外国企業が当事者となる M&A

日本企業資本参加 日本企業が資本参加している外国企業が当事者となる M&A

外国企業株式売却 日本企業が資本参加している外国企業の株式の売却

防衛策データ

上場企業が会社法（旧商法会社編を含む）の仕組みを利用して構成した防衛策を取り上げる

。事前警告型、信託型ライツプラン、その他に分類する。導入時や発動時の手続き、対抗措

置の内容などをまとめている

スキーム別詳細情報
第三者割当、TOB、持株会社、株式交換の各スキームについて、希薄化率、算定方法など、 よ

り詳細なデータをまとめている
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商品情報 ― 標準仕様と追加オプション ―

01 防衛策データ（約 1,200件）

防衛策データを追加収録します。

事前警告型、信託型ライツプラン、その他に分類し、導入時や発動時の

手続き、対抗措置の内容などをまとめています。

02 スキーム別詳細情報
「第三者割当」「TOB」「「持株会社（経営統合）」「株式交換」の

各スキームの詳細データの一括ダウンロードが可能です。

オプション

標準仕様に以下オプション機能を追加することができます。（別料金）

※詳しい料金については担当者までお問合せ下さい。 Tel︓03-3221-4910

6

標準仕様

・1996 年以降の「M&A データ」、「グループ内データ」、「M&A 関連データ」を収録。（約 89,000件収録 /2022 年4月現在）

・新規データを 2営業日後に更新。追加データは 1営業日後に更新しています。（M&A、M&A 関連データ、全ての TOB 案件が含まれます。）

・抄録（案件の要約文）コピーが可能なので必要な文章をお手元の資料などに貼り付けることができます。

01

M&Aデータ

02

グループ内データ

03

M&A関連データ

04

デイリー更新機能
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抄録コピー機能



商品情報 ― 基本利用料について ―

標準仕様（１ライセンス）基本使用料

オプション（別途有料）

防衛策データ スキーム別詳細情報

＜参考＞ご利用登録者５人まで

A B C D

使用する5人を予め登録する必要があります。

5人それぞれに IDを発行します。

E
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※詳しい料金については担当者までお問合せ下さい。 Tel︓03-6371-1211

1ライセンスの場合、
同時ログイン数は1となります。

1人が使用中、他の4人は使用できません。

A



商品情報 ― 主な活用事例 ―

投資銀行・M&Aファーム

買い手候補先リストを作成する

持ち込まれた案件の同業種の M&Aなどを検索し抽出したデータを元に業界の
リピートバイヤーを見つけている

提案書を作成する

企業に持ち込む提案書の付属資料として、業界動向やマーケット分析資料を作成している

投資ファンド

投資会社のM&Aの動きを調査する

投資会社のM&Aを分析し、投資会社全体の動き、個別投資ファンドの特徴、投資履歴などを確認している

投資会社のエグジットの動向を調査する

投資会社の M&A によるエグジット案件を分析し、売却先の属性、国籍などを分析している

コンサルティング
異業種への進出を考えている企業からコンサルティングの依頼があった場合、過去のディールを分析し、
M&A 戦略提案を構築している

大学・研究機関

M&A関連ビジネス
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IR、PR、PMI、システムコンサルティング会社などは、M&Aを行う会社を把握し、マーケティングなど
に活用している

合併や共同持株会社設立による経営統合後の株価の動きなど、イベントスタディの材料として活用して
いる



株式会社レコフデータ

9

https://www.marr.jp/recofdb.html

営業担当者︓小笠原、山本

TEL︓03-6371-1211

mail︓madb@recofdata.co.jp

http://www.marr.jp/recofdb.html
mailto:madb@recofdata.co.jp


ご参考資料＜画面イメージ＞
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トップ画面

「詳細条件」をクリックすると or 検索、not 検索の 条件

指定が可能です

「詳細な条件設定」をクリックすると形態、

マーケット、業種、株式市場、国籍、地域など、 より

詳細な条件指定が可能です

当事者の親会社、子会社（受け皿会社など）、

株取得先を指定して検索が可能です
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当事者の過去の実績や、上場企業のグループ再編の

状況がわかります

データ一覧画面、エクスポート機能

複数項目でソートが可能です

一覧表示する項目の選択が可能です

選択したデータの CSV、EXCELでのエクスポート

が可能です

検索条件の保存、呼び出しが可能です
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案件詳細情報

一覧表示画面で案件をダブルクリック、

または抄録ボタンをクリックすると案件の詳細情報

が確認できます（抄録ボタン ）

抄録で案件の概要がわかります

抄録をコピーできるため、提案資料や役員会資料に

文章を転記する手間を省くことができます
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PDF作成機能

一覧表示画面で「詳細表示」をクリックすると、

PDF 化が可能です

全件（最大 300件まで）PDF 作成、

またはチェックボックスで選択したデータで

PDF 作成が可能です

データを印刷する際にご利用下さい
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TOB案件情報

一覧表示画面の「TOB」のボタンをクリックすると、

TOB 案件の詳細画面が表示されます

オプションの「スキーム別詳細情報」でさらに詳し

い情報が取得可能

ディールの履歴が追加され、TOBのプロセスがわか

ります。変更があった項目は一目で分かるように、

色が付いています
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クイック集計機能

1996年から直近までの件数、金額、TOBの件数、金額の集計が簡単に可能です
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集計内容と単位を選択します

防衛策データ（※オプション）はこちらでタイプ別、
業種別の集計ができます



データ集計機能

ＴＯＢは買付金額の合計やＴＯＢプレミアム率別な

どで集計することが可能です

セミナー資料に盛り込む表やグラフを作成するのに

ご利用ください

トップ画面で設定した条件に該当する案件を様々な切り口で集計することが可能です
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公表アドバイザー情報

アドバイザー名で FA、LA、OAを担当した案件を

検索することが可能です

CSV、EXCEL でのエクスポート が可能です

各アドバイザーが担当した案件の件数、

得意分野などがわかります
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M&A速報、M&A用語

速報はクリックするとリリースを確認することが

可能です

※一定期間経過するとリンク切れになる可能性が

ございます

用語は M&A情報・データサイト「MARROnline」 の
関連記事が表示されます
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※M&A速報、M&A用語はM&A情報・データ

サイト「MARROnline」のコンテンツです

レコフM&Aデータベースから閲覧できるM＆

A速報は2017年9月分からです



（オプション）防衛策データ

企業が導入した買収防衛策の内容、変更、廃止の

内容が確認できます

クイック集計機能でタイプ別、業種別に
導入社数を集計できます

■M&A案件検索

■クイック集計



（オプション）スキーム別詳細情報

第三者割当、TOB、持株会社、株式交換のスキームについて、

より細分化された項目のデジタルデータを提供します
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CSV、EXCELでのエクスポートが可能です


